
ガバナンス対談

2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度

当社の主要なM&A・グループ再編、財務・非財務データの推移

主要なM&A・グループ再編

当社・日本

NIPSEA

DuluxGroup

米州

・2020年3月 指名委員会等設置会社への移行完了

・2019年7月 Betek Boyaの買収完了

・2019年8月 DuluxGroupの買収完了 ・2022年1月 Cromologyの買収完了

・2022年6月 JUBの買収完了

・ 2023年2月 NPTの買収
決定

・2021年3月 Vital Technicalの買収完了

・2021年1月 アジア合弁事業100%化・インドネシア事業の買収完了

・2021年4月 共同社長体制へ移行

・2021年8月 欧州自動車用事業・インド事業のウットラムへの譲渡完了

・ 2022年1月 純粋持株会社化と国内機能会社への 
再整備完了

・ 2022年5月 中国自動車用連結子会社の
100%化完了
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査委員会監査方針」を策定しました。
「 Audit on Audit」体 制 を 構 築・ 進

化させ、グル ープ監査の実効性をさ
らに向上していくことが、このミッショ
ンを 果 たすことにつながると考 えて
います。

2.  共同社長体制による「アセット・ 
アセンブラー 」モデルへの移行

中 村・指 名 委 員 会 等 設 置 会 社 へ 移
行する直 前であった2019 年 度 実 績
と2023 年 度 計 画 を 比 較 すると、グ
ル ープの連結売上収益は6,920 億円
から1.4 兆 円 へ 倍 増、従 業 員 数 は 約
2.6 万人から約3.4 万人、連結子会社
数は197 社から240 社強へと成長し
ました。その間の2021 年1 月にはア
ジア合 弁 事 業100% 化・インドネシ
ア事業買収が完了し、当社グル ープ
はさらなる一体化を成し遂げました。
さらに、同 年4 月には 共 同 社 長 体 制
へ移行し、共同社長の進める「アセッ
ト・アセンブラー 」モデルのもとで当
社のガバナンス体制も大きく変貌しま
した。ガバ ナンスの 重 要な構 成 要 素
であり、「 Audit on Audit」を標榜す
るグル ープ監査体制は 、この過程で
どのように変化してきたのでしょうか？
三橋・当社グル ープの経営体制・モ
デルが、「蜘蛛の巣型経営」から、「自
律・分 散 型 経 営」をベ ースとした「ア
セット・アセンブラー 」モデル へと進
化していく中 で、監 査 委 員 会 ではグ
ル ープ監査体制のあり方を「実効性」
と「効 率 性」の2 つの 観 点 から検 討し
ていました。

それまでは、当社をWHQとしてグ
ル ープ統制機能を強化する方針に則
り、在日本の当社の監査部に各地の
担 当 者を擁し、往 査に基 づく監 査を
実施していました 。しかしながら 、例
えば、インドネシアの監査を行う場合、
こうした日本からの往査よりも 、ビジ
ネスの 実 態を把 握し、現 地 の 法 制・
商慣習や労働慣行を適切に理解した
現地の内部監査部門を活用した方が
実効的な監査につながるのではない
か？当 社に多くの 内 部 監 査 担 当 者を
配 置して中 央 集 権 的に管 理するより
も 、各PCGが自律的にガバナンスや

リスクコントロールの仕組みを整備・
運営し、当社は少人数でそ の状況を
モニター するアプロー チの方が効率
的 ではな いか？という課 題 認 識を抱
いていました 。

監 査 体 制 の 構 築 に 必 要 となるリ
ソースの 質と規 模、そ の 実 装に係る
コストを考え合わせた場合、当社が直
接 監 査 するよりも 、各PCGが 行う監
査の結果に依拠したグル ープ監査を
行うアプローチの 方 が、実 効 性と効
率性をバランス良く保てると考えまし
た。2020年3月に打ち上げた「 Audit 
on Audit」は 、「ア セット・ア セ ン ブ
ラー 」モデルのもと、進化を始めてい
きます。
中 村・PCGが 行う監 査に依 拠した監
査体制を志向するためには、取り組む
べき課題もあったと思います。「 Audit 
on Audit 」を 進 化 さ せ るた め に 、
具 体 的にどのように道 筋をつけられ
たのでしょうか？
三橋・「 Audit on Audit」の枠組みに
おいてグル ープ監査体制を充実させ
るためには 、どこにリスクがあるかを
明 確 にすること、PCGの 監 査 能 力・
スキル を 向 上 することの2 つが 必 要
不可欠でした。

そ もそ も「 Audit on Audit」が 成
立するためには 、PCGが自律 的に実
施する内部統制がグル ープとして有
効であることが大前提となります。

そ のため、2021 年 度 に 私 たち 取
締役会は共同社長とともに「グローバ

ル 行 動 規 範」の 策 定に加えて、「内 部
統制システム基本方針」を改定し、こ
れに伴い「グローバル・リスクマネジ
メント基本方針」、各PCGの内部通報
窓口の設置・運営について定めた「内
部 通 報 窓 口グローバル 基 本 方 針」の
改 定 をそれぞ れ 行 いました。これら
は 、共同社長のイニシアティブによっ
てグル ープ内部統制の枠組みとして
各PCGに徹底されており、各PCGの
監査機能はこの運営状況を監査して
います。現在の「 Audit on Audit」に
おいて監 査 委 員 会は 、これらの 枠 組
みが機能しているか、適切に運営され
ているかを監督する立場にあります。

また 、「グ ローバ ル・リスクマ ネジ
メント基 本 方 針」の 整 備 に 従 い 、リ
ス ク の 所 在 を 明 確 にする 手 段 とし
て、2022 年 度 からPCGへ のリ ス ク
ア セ ス メ ント 調 査（Control Self-
Assessment （CSA））を 行っていま
す。各PCG 責任者は 、経営上の潜在
的なリスクを網羅するCSAに記載の
リスク項 目について自己 点 検・評 価
するのみならず、自らが認識する5 大
リスクを挙げるとともに、リスク削減
策を共同社長に提示することが求め
られます。CSAの結果は監査委員会
にも報告され 、各PCGにおける内部
監査においてどこに焦点を当て、どの
ような観点から掘り下げるべきか、と
いったロードマップ を 示 すことにも
生かされています。さらに、当社の監
査委員会が中心となり監査部が事務

グループ経営体制・モデルとグループ監査体制の設計思想の推移

2019 年度 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度

機関設計

グループ経営体制

経営モデル

グループ監査体制
の設計思想

監査役会設置会社

World Headquarters（WHQ）/ 
Regional Headquarters（RHQ）」モデル

「WHQ/RHQ」モデルに基づき、監査役会と内部監査部門の連携によるグローバル監査体制を志向

「蜘蛛の巣型経営」への転換に並行し、「Audit on Audit」を志向

「自律・分散型経営」としての「アセット・アセンブラー」モデルに基づく
「Audit on Audit」へ進化

「アセット・アセンブラー」モデル

指名委員会等設置会社

中央集権型経営　 　蜘蛛の巣型経営　 　自律・分散型経営

日本ペイントグループ
グローバル行動規範

内部通報窓口グローバル基本方針

内部統制システム

グローバル・ 
リスクマネジメント基本方針

共同社長

取締役会
監査委員会

監査部

デュアルレポート

マネジメントメッセージ 経営上の唯⼀のミッション「MSV」 MSV実現に向けた中⻑期経営戦略 MSVを⽀える経営体制 企業情報
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